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(57) Abstract: A wire harness shield structure passes tnrough a through-hole
(52) formed in a shield wall (50), and introduces an electric cable (1) consti
tuting a wire harness (W) inside ( 1) the shield wall (50) while shielding the
electric cable (1). The electric cable (1) has an insulating resin mold (3) that

(a) covers the outer circumferences of conductors (2), and a smeld layer (4) that
coats the outer peripheral surface of the resin mold (3). A flange (13), which
i s secured i n close contact with the shield wall (50), i s integrally formed with
the resin mold (3). Shield layers (4, 14) are formed by a coating to a position
at which outer surfaces (13a, 13b, 13c) of the flange (13) are covered, and the
flange (13) i s secured m close contact with the shield wall (50).

(57) 要約： シール ド壁 （5 0 ) に形成 され た貫通孔 （5 2 )
を通 して、シール ド壁 （5 0 ) の内部 （5 1 ) にワイヤハ一ネ
ス （W ) を構成す る電線 （1 ) をシ一ル ドしなが ら導入す るヮ
ィャハ一 ネスの シール ド構造 において、電線 （1 ) が 、導体
( 2 ) の外周 を覆 う絶縁性 の樹脂 モール ド部 （3 ) と、樹脂

モー ル ド部 （3 ) の 外 周 面 を コー テ ィングす る シー ル ド層
( 4 ) とを有 し、樹脂 モール ド部 （3 ) に、 シール ド壁 （5

0 ) に対 して密着 した状態で固定 され るフランジ部 （1 3 ) が
—体 に形成 され、 フランジ部 （1 3 ) の外表面 （1 3 a 、 1 3
b 、 3 c ) を覆 う位置 まで、 コ一テ ィングによるシール ド層
( 4 、 1 4 ) が形成 され 、 フラ ンジ部 （1 3 ) が シール ド壁
( 5 0 ) に密着 した状態で固定 され る。
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明 細 書

発明の名称 ：ワイヤハーネスのシール ド構造

技術分野

[0001 ] 本発明は、ワイヤハーネスを電気機器のシール ド壁内 （シール ドケース内

) に導入する場合のシール ド構造に関するものである。

背景技術

[0002] 従来、電線の端末部をシール ドケ一ス内にシール ドしながら導入する場合

、電線の端末部に設けたコネクタを囲むように金属製のシール ドシェルを設

け、そのシール ドシェルに電線側のシール ド部材 （編組など）を接続 した上

で、シール ドシェルをシール ドケースのシール ド壁に固定する構造が一般的

に採用されていた。

[0003] しかし、この構造の場合、シール ドシェルに電線側のシール ド部材 （主に

編組）を接続するという面倒な作業が必要であった。そこで、特許文献 1 に

、電線の外周を覆うようにシール ド層をコ一ティングし、一方、シール ドケ

—スのシール ド壁に固定されるシール ドシェルに導電ゴム製のシール部材を

装着 し、電線の端末部をシール部材の電線揷通孔にシール ド層のある位置ま

で揷通させてシール ド壁内に導入する構造が開示されている。そして、導電

ゴム製のシール部材及びシール ドシェルを介 して、電線のシール ド層をシ一

ル ド壁に導通させるようになつている。この構造によれば、シール ドシェル

に装着 した導電ゴム製のシール部材の電線揷通孔に電線の端末部を揷通させ

るだけでシール ド性能を確保できるので、装着が簡単にできる利点が得られ

る。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：日本国特開 2 0 1 - 1 3 8 2 8 0 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題



[0005] しかし、特許文献 1 に記載のシール ド構造では、電線側のシール ド層と電

気機器のシール ド壁とを導通させる部品として、導電ゴム製のシ一ル部材を

用いる必要があるので、部品点数が多くなつてしまうという問題があつた。

[0006] そこで、本発明の目的は、上記課題を解消することに係り、部品点数を削

減 した簡略なワイヤハーネスのシール ド構造を提供することにある。

課題を解決するための手段
[0007] 本発明の上記目的は、下記の構成により達成される。

( ) 電気機器のシール ド壁に形成された貫通孔に、前記シール ド壁の

内部にヮィャハ一ネスを構成する電線がシール ドされながら揷入されたヮィ

ャハ一ネスのシール ド構造であって、

前記電線が、導体と、前記導体の外周を覆う絶縁性の樹脂モール ド部と、

該樹脂モール ド部の外周面を覆うシール ド層とを有 し、前記シール ド層が、

前記導体の長さ方向の所定範囲にわたり前記樹脂モール ド部を覆い、

前記樹脂モール ド部に、前記シール ド壁に対 して密着 した状態で固定され

るフランジ部が一体に形成され、

前記シール ド層は、前記フランジ部の外表面を覆うように形成され、

前記フランジ部が前記シール ド壁に密着 した状態で固定されることにより

、前記シール ド層が前記シール ド壁に直接導通されるワイヤハ一ネスのシ一

リレド、木 。

[0008] ( 2 ) 前記貫通孔内における前記樹脂モール ド部の外周と前記貫通孔の

内周との間に、それらの間の隙間をシールするパッキンが挿入されている上

記 （1 ) に記載のワイヤハーネスのシール ド構造。

[0009] ( 3 ) 前記シ一ル ド壁と前記フランジ部とに、前記フランジ部を前記シ

—ル ド壁に固定するための締結部が設けられている上記 （1 ) 又は （2 ) に

記載のワイヤハーネスのシール ド構造。

[001 0] 上記 （1 ) の構成のシール ド構造によれば、電線にコーティングしたシ一

ル ド層を直接シール ド壁に導通させるので、シール ド層とシール ド壁を接続

する余計な導通部品 （導電ゴムシールやシール ドシェル等）が不要であり、



部 品点数 を削減することがで きて、簡略なシール ド構造 を実現 で きる。 また

、 コーテ ィングによ りフランジ部 の表面 にシール ド層 を形成 しているため、

フランジ部 のシール ド壁 に対する密着面 を平坦 に形成 することがで きる。従

つて、編組 な どの導体 を編 んだ網状 のシ ー ル ド部材 を相手側部材 に接触 させ

て導通 を得 る場合 と比べて、接触面 を大 き く確保 することがで き、安定 した

導通状態 を得 ることがで きる。

[001 1] 上記 （2 ) の構成 のシール ド構造 によれば、 防水 防油性 を確保 すること

がで きる。 その際、 シール ド層が直接 シール ド壁 に導通 しているので、 防水

• 防油パ ッキン自体 に導 電性 を持 たせ る必要 はな くなる。

[001 2] 上記 （3 ) の構成 のシール ド構造 によれば、 フランジ部 とシール ド壁 を締

結部 で固定することによ り、 フランジ部 に形成 してあるシール ド層 をシール

ド壁 に導通 させ ることがで きる。

発明の効果

[001 3] 本発 明 によれば、 電線 にコーテ ィング したシール ド層 と電気機器 のシール

ド壁 を接続するための追加 的な導通部 品が不要であ り、部 品点数 を削減する

ことがで きて、簡略なシール ド構造 を実現 で きる。

[0014] 以上、本発 明について簡潔 に説明 した。更 に、以下 に説明される発 明を実

施 するための形態 （以下、 「実施形態」 とい う。） を添付 の図面 を参照 して

通読することによ り、本発 明の詳細 は更 に明確化 されるであ ろう。

図面の簡単な説明

[001 5] [ 図 1] 図 1 は、本発 明の実施形態のシール ド構造の斜視 図である。

[ 図2] 図 2 ( a ) は、 図 1 のシール ド構造の断面図であ り、 図 2 ( b ) は、 図

2 ( b ) は、 図 2 ( a ) の部分拡大図である。

発明を実施するための形態

[001 6] 以 下、本発 明の実施形態 を図面 を参照 して説明する。

図 1 は実施形態のシ ー ル ド構造の斜視 図、 図 2 ( a ) は図 1 のシ ー ル ド構

造の断面図、 図 2 ( b ) は、 図 2 ( a ) の部分拡大図である。

[001 7] 図 1 、 図 2 ( a ) 及び 図 2 ( b ) に示 す ように、 このシール ド構造 は、 電



気機器 のシ一ル ド壁 5 0 の内部 5 1 に、 シ一ル ド壁 5 0 に形成 した貫通孔 5

2 を通 して、 ワイヤハーネスW を構成 する電線 1 を、 シール ド及び シール し

なが ら導入する場合 のシール ド構造である。 まず、 電線 1 は、厚 さ方向に間

隔 をおいて配置 された帯板状 の複数枚 の導体 2 と、 これ ら複数枚 の導体 2 を

互 いに絶縁 した状態で一体的に包囲 し保持 する絶縁性 の樹脂 モ ー ル ド部 3 と

、樹脂 モ ー ル ド部 3 の外周面 を覆 うようにコ一テ ィングされたシール ド層 4

と、 を有 している。

[001 8] 樹脂 モ一ル ド部 3 は、樹脂成形用金型 に導体 2 をセ ッ トし、 インサ一 卜成

形 によ り作製 される。 また、 シール ド層 4 は、樹脂 メ ツキ （樹脂 の表面 に対

する金属材料 のメ ツキ）や導 電塗装 （導 電材料 の塗装） によ り形成 されてお

り、導体 2 の長 さ方向の所定範囲 （図中 H 1 で示す範囲） にわた り設 け られ

ている。

[001 9] 電線 1 は、 シール ド壁 5 0 の貫通孔 5 2 内に挿入 される位置の手前 に、 フ

ランジ部 1 3 を備 えている。 フランジ部 1 3 は、 シール ド壁 5 0 の取付座 5

3 の上面 5 3 a に対 して下面 1 3 b を密着 させた状態で固定 される。 フ ラ ン

ジ部 1 3 は、樹脂 モ一ル ド部 3 の成形時 に樹脂 モ一ル ド部 3 と一体 に形成 さ

れている。 フランジ部 1 3 の外周部 には、 シール ド壁 5 0 の取付座 5 3 に設

けたね じ締結部 5 3 t に対 してね じ固定するためのね じ締結部 1 3 t が設 け

られている。 これ らのね じ締結部 5 3 t 、 1 3 t を図示 しないね じで締め付

けることによ り、 フランジ部 1 3 の下面 1 3 b をシール ド壁 5 0 の取付座 5

3 の上面 5 3 a に強 く密着 させた状態で、 フ ラ ンジ部 1 3 をシール ド壁 5 0

に固定することがで きるようにな つている。

[0020] 電線 1 の最外層 と して設 け られた コーテ ィングによるシール ド層 4 は、 フ

ランジ部 1 3 の外表面 を覆 う位置 まで延長 して形成 されている。即 ち、 フラ

ンジ部 1 3 の表面 を覆 うシール ド層 を符号 1 4 で示す と、 このシール ド層 1

4 は、ね じ締結部 1 3 t を含めた フ ラ ンジ部 1 3 の上面 1 3 a と、下面 1 3

b と、外周面 1 3 c の全表面 を覆 うようにコ一テ ィングされている。

[0021 ] 電線 1 において、 シール ド壁 5 0 内に導入 される端末部 には、 電線 1 の導



体 2 の端部から所定範囲にわたりシール ド層 4 のコ一ティングを除去 した非

シール ド部 H 2 が確保されており、その非シール ド部 H 2 の端部や端部に近

い所定位置には、樹脂モール ドを除去 して導体 2 を露出させた導体露出部と

しての端子 2 a が設けられている。

[0022] また、電線 1 は、フランジ部 1 3 の下側において、シール ド壁 5 0 の貫通

孔 5 2 に通される端末部の樹脂モ一ル ド部 3 の外周に、貫通孔 5 2 の内周に

接する環状凸部 2 3 が設けられている。環状凸部 2 3 とフランジ部 1 3 との

間の樹脂モール ド部 3 の外周には、樹脂モール ド部 3 の外周と貫通孔 5 2 の

内周との間の隙間をシールするパッキン 1 8 が装着されている。

[0023] このように構成されたワイヤハーネスWは、シール ド壁 5 0 の内部 5 1 に

貫通孔 5 2 を通 して電線 1 の端末部を導入 し、フランジ部 1 3 をシ一ル ド壁

5 0 の取付座 5 3 に密着 した状態で固定することにより、フランジ部 1 3 の

シール ド層 1 4 を介 して、電線 1 のシール ド層 4 がシール ド壁 5 0 に直接導

通される。

[0024] 従って、シ一ル ド層 4 とシ一ル ド壁 5 0 を接続する余計な導通部品 （導電

ゴムシールやシール ドシェル等）が不要であり、部品点数を削減することが

できて、簡略なシール ド構造を実現できる。また、コーティングによリフラ

ンジ部 1 3 の表面にシール ド層 1 4 を形成 しているため、フランジ部 1 3 の

シール ド壁 5 0 に対する密着面を平坦に形成することができる。従って、編

組などの導体を編んだ網状のシール ド部材を相手側部材に接触させて導通を

得る場合と比べて、接触面を大きく確保することができ、安定 した導通状態

を得ることができる。また、フランジ部 1 3 とシール ド壁 5 0 をね じ締結部

1 3 t 、 5 3 t で固定するだけで、フランジ部 1 3 に形成 してあるシール ド

層 1 4 をシール ド壁 5 0 に導通させることができるので、シール ド性確保の

ための作業が容易である。

[0025] また、本実施形態のシ一ル ド構造によれば、樹脂モ一ル ド部 3 の外周と貫

通孔 5 2 の内周との間の隙間をシールするパッキン 1 8 を設けているので、

シール ド壁 5 0 に対する電線 1 の導入部における防水 防油性を確保するこ



とができる。その際、シール ド層 4 、 1 4 が直接シール ド壁 5 0 に導通 して

いるので、防水 防油用のパッキン 1 8 自体に導電性を持たせる必要はない

[0026] なお、本発明は、上述 した実施形態に限定されるものではなく、適宜、変

形、改良、等が可能である。その他、上述 した実施形態における各構成要素

の材質、形状、寸法、数、配置箇所、等は本発明を達成できるものであれば

任意であり、限定されない。

[0027] 例えば、上記実施形態では、シール ド壁 5 0 に対する電線 1 の導入部にシ

—ル性確保のためのパッキン 1 8 を設けた場合を示 したが、パッキンの代わ

りに硬化性樹脂などのシール材を、シール ド壁 5 0 の外側や内側からパツキ

ン 1 8 を挿入 した位置に注入 してもよい。また、防水性や防油性が特に必要

ない場合は、パッキン等は設けなくてもよい。

[0028] また、上記実施形態では、フランジ部 1 3 をシール ド壁 5 0 に固定するた

めの締結部としてね じ締結部を設けた場合を示 したが、それ以外の例えば口

ック機構を締結部として設けてもよい。

[0029] ここで、上述 した本発明に係るワイヤハ一ネスのシ一ル ド構造の実施形態

の特徴をそれぞれ以下 [ 1 ] 〜 [ 3 ] に簡潔に纏めて列記する。

[0030] [ 1 ] 電気機器のシール ド壁 （5 0 ) に形成された貫通孔 （5 2 ) に、

前記シール ド壁 （5 0 ) の内部 （5 1 ) にワイヤハーネス （W) を構成する

電線 （1 ) がシール ドされながら挿入されたワイヤハーネスのシール ド構造

であ って、

前記電線 （1 ) が、導体 （2 ) と、前記導体 （2 ) の外周を覆う絶縁性の

樹脂モール ド部 （3 ) と、該樹脂モール ド部 （3 ) の外周面を覆うシール ド

層 （4 ) とを有 し、前記シール ド層 （4 ) が、前記導体 （2 ) の長さ方向の

所定範囲にわたり前記樹脂モール ド部を覆い、

前記樹脂モール ド部 （3 ) に、前記シール ド壁 （5 0 ) に対 して密着 した

状態で固定されるフランジ部 （1 3 ) が一体に形成され、

前記シール ド層 （4 、 1 4 ) は、前記フランジ部 （1 3 ) の外表面 （1 3



a 、 1 3 b 、 1 3 c ) を覆 うように形成 され、

前記 フラ ンジ部 （1 3 ) が前記シール ド壁 （5 0 ) に密着 した状態で固定

されることにより、前記シール ド層 （4 、 1 4 ) が前記シール ド壁 （5 0 )

に直接導通される ワイヤハ ー ネス の シール ド構造。

[0031 ] [ 2 ] 前記貫通孔 （5 2 ) 内における前記樹脂 モール ド部 （3 ) の外周

と前記貫通孔 （5 2 ) の内周 との間に、それ らの間の隙間をシールするパ ッ

キン （1 8 ) が揷入されている上記 [ 1 ] に記載のワイヤハーネスのシール

ド構 。

[0032] [ 3 ] 前記シ一ル ド壁 （5 0 ) と前記 フラ ンジ部 （1 3 ) とに、前記 フ

ラ ンジ部 （1 3 ) を前記シール ド壁 （5 0 ) に固定するための締結部 （5 3

t 、 1 3 t ) が設けられている上記 [ 1 ] 又は [ 2 ] に記載のワイヤハ一ネ

ス の シール ド構造。

[0033] 本発明を詳細 にまた特定の実施態様 を参照 して説明 したが、本発明の精神

と範囲を逸脱することな く様 々な変更や修正を加えることができることは当

業者 にとって明 らかである。

[0034] 本出願は、 201 3年5月7日出願の日本特許出願 （特願 201 3—097786) に基づ

くものであ り、その内容はここに参照 と して取 り込 まれる。

産業上の利用可能性

[0035] 本発明によれば、電線にコーテ ィング したシール ド層 と電気機器のシール

ド壁を接続する追加的な導通部品が不要であ り、部品点数 を削減することが

できて、簡略なシ一ル ド構造を実現できるという効果を奏する。 この効果を

奏する本発明は、 ワイヤハーネスを電気機器のシール ド壁内 （シール ドケ一

ス内）に導入する場合のシール ド構造に関 して有用である。

符号の説明

[0036] W ワイヤハ ー ネス

電線

導体

3 樹脂 モ一ル ド部



1 4 シ 一ル ド層

フ ラ ンジ部

a 上面 （外表面）

b 下面 （外表面）

c 外周面 （外表面 )

t ね じ締結部

パ ッキ ン

シ ール ド壁

内部

孑し

t ね じ締結部



請求の範囲

[ 請求項 1] 電気機器のシ一ル ド壁 に形成 された貫通孔 に、前記シ一ル ド壁の内

部 にワイャハーネスを構成する電線がシール ドされなが ら揷入された

ワイ ヤハ 一 ネ ス の シ ール ド構造であ って、

前記電線が、導体 と、前記導体の外周 を覆 う絶縁性の樹脂 モ ール ド

部 と、該樹脂 モ一ル ド部の外周面 を覆 うシ一ル ド層 とを有 し、前記シ

—ル ド層が、前記導体の長 さ方向の所定範囲にわた り前記樹脂 モ ール

ド部 を覆 い、

前記樹脂 モ ール ド部 に、前記 シ ール ド壁 に対 して密着 した状態で固

定されるフランジ部が一体 に形成 され、

前記シール ド層は、前記 フランジ部の外表面 を覆 うように形成 され

前記 フランジ部が前記シール ド壁 に密着 した状態で固定されること

によ り、前記シール ド層が前記シール ド壁 に直接導通 されるワイヤハ

— ネ ス の シ ール ド構造。

[ 請求項 2 ] 前記貫通孔内における前記樹脂 モ ール ド部の外周 と前記貫通孔の内

周 との間に、それ らの間の隙間をシールするパ ッキンが挿入されてい

る請求項 1 に記載の ワイ ヤハ ー ネ ス の シ ール ド構造。

[ 請求項 3 ] 前記シール ド壁 と前記 フランジ部 とに、前記 フランジ部 を前記シ一

ル ド壁 に固定するための締結部が設 け られている請求項 1 又は 2 に記

載のワイヤハ 一 ネスのシール ド構造。
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